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○10 月の国内企業物価は、夏季電力料金調整後で前月比＋0.6％ 

日本銀行より発表された 2018 年 10 月の国内企業物価指数は前年比＋2.9％（コンセンサス：同＋

2.8％、レンジ：同＋2.4％～＋3.0％）、前月比では＋0.3％（コンセンサス：同＋0.2％、レンジ：同

▲0.2％～＋0.4％）と、ほぼコンセンサス通りの結果となった。夏季電力料金調整後では、前月比＋

0.6％での推移となった。 

前月比の内訳をみると、石油・石炭製品（前月比：＋4.9％、前月比寄与度：＋0.35％ポイント）が

大きくプラスに寄与したことが、企業物価上昇の主因となっている。他にも、電気機器（前月比：＋

0.7％、前月比寄与度：＋0.04％ポイント）や非鉄金属（前月比：＋1.0％、前月比寄与度：＋0.03％

ポイント）が押し上げに寄与した。石油・石炭製品の上昇は、原油価格上昇によるガソリン・軽油価

格の値上がりによる影響が大きい。10月は、夏季電力調整による押し上げが剥落する中で、原油価格

を牽引役として企業物価は上昇した。 

 

○輸入物価は円ベース、契約通貨ベース共に上昇 

10 月の輸入物価は、契約通貨ベースで前月比＋1.0％となった。輸入物価についても国内企業物価と

同様に、原油価格上昇の影響を受ける石油・石炭・天然ガスが押し上げ要因となった。円ベースでは、

ドル／円の為替相場が同＋0.8％と円安方向に推移したことから、同＋1.6％となっている。もっとも、

原油価格は足元では軟調に推移しており、11 月の月中平均価格（11/1～11/9 迄）は、10 月対比で▲

4.9％下落している。これまで輸入物価を押し上げてきた原油価格は、11 月分については押し下げ圧力

(単位：％）

前期比 前年比 前期比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比

11月 0.4 3.5 0.4 0.6 1.4 0.4 3.7 0.2 6.8 1.1 10.4

12月 0.2 3.0 0.2 0.1 1.1 0.2 3.2 0.3 2.3 1.9 7.3
2018 1月 0.3 2.7 0.3 ▲ 0.1 1.2 0.3 2.9 ▲ 0.6 1.6 ▲ 0.4 5.0

2月 0.0 2.5 0.0 ▲ 0.2 0.9 0.0 2.4 ▲ 1.0 0.8 ▲ 0.1 4.4

3月 ▲ 0.1 2.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.4 ▲ 0.1 2.1 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.8 1.7

4月 0.3 2.0 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.3 0.2 1.9 0.3 1.9 1.3 5.1

5月 0.5 2.6 0.5 0.4 0.6 0.6 2.6 1.5 2.4 2.9 6.8

6月 0.3 2.8 0.3 0.3 0.8 0.2 2.7 0.1 3.3 1.9 10.8

7月 0.4 3.0 0.2 0.1 1.0 0.2 2.9 0.4 2.6 0.9 11.5

8月 0.0 3.0 0.0 ▲ 0.1 1.0 0.1 3.0 ▲ 0.4 2.8 ▲ 0.6 12.2

9月 0.3 3.0 0.2 0.2 1.1 0.2 2.9 0.5 2.1 0.6 10.8

10月 0.3 2.9 0.6 0.4 1.0 0.5 2.8 0.6 0.9 1.6 9.5

(出所）日本銀行「企業物価指数」

(注) 国内企業物価(連鎖指数)は夏季電力料金調整後の値。
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に転じる可能性が高いだろう。 

 

○消費財の国内品は前月比＋0.4％ 

需要段階別指数（国内＋輸入）をみると、素原材料は前月比＋2.7％（前年比＋18.2％）、中間財は

同＋0.2％（同＋4.7％）、最終財は同＋0.5％（同＋0.4％）となった。消費者物価と関連の深い消費

財の国内品については、前月比＋0.4％（前年比＋1.0％）となった。米中貿易摩擦などの不安要素を

抱えながらも、世界経済は堅調に拡大を続けており、今後も原材料価格上昇分の製品価格への価格転

嫁が進んでいくものとみられ、最終財（国内）は緩やかな上昇が続くだろう。 

 

○企業物価は横ばい圏で推移する見込み 

 以上のように、原油価格上昇を受けて石油・石炭製品がプラスに寄与したことにより、10月の国内

企業物価は、前月比＋0.3％での推移となった。 

先行きについては、前月比では横ばい圏での推移を予想している。原油価格は足元で軟調に推移し

ており、目先は企業物価の下押し圧力になるものとみている。一方で、建設需要等による堅調な商品

需要や過去の原油価格がラグをもって電気料金や石油化学製品の押し上げ要因となることから、総じ

て企業物価は横ばい圏での推移が続くだろう。ただし、原油価格は足元で下落しているものの、OPEC

加盟国の余剰生産能力は低下しており、原油の需要や供給に変化が生じた際の価格変動が大きくなる

可能性が高まっていることには注意が必要である。 
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（注）夏季電力料金調整後の数値。
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